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民間企業等との受託研究制度への
知の価値導入のご案内

研究開始日および変更・延長期間の開始日が
2025年度4月1日以降の契約対象

名古屋大学
学術研究・産学官連携推進本部



マスター タイトルの書式設定

【教員受託研究参画経費】
・ 本経費は教員インセンティブ（研究者への手当等）として全額配分する。
・ 教員参画経費の基準単価（エフォート10%相当）は、年間で教授160万円、准教授・講師100万円、助教80万円とし、
受託研究内容や参画する教員の研究実績等に応じて上記とは異なる金額設定も可能とする。

・ 原則として公的資金を原資としない民間企業を契約の相手先とする受託研究を対象とする。
・ アカデミア提案型臨床研究及び治験については本経費の設定はできない。
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【推奨項目】

【設置経費】
名古屋大学では、共同研究に対し、文部科学省、経済産業省の「産
学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】」で推奨され
た“研究者の「知」への価値付け”に対応する制度として「教員共同研究参
画経費」の制度を導入しています(令和5年度実績：延450件、総額
260百万円)。
この度、受託研究においても教員共同研究参画経費と同様の
「教員受託研究参画経費」の導入を行います。
本経費は、研究者のこれまでの研究実績・蓄積に対する対価、
当該研究への関与時間に対する報酬等として、
その全額をインセンティブとして教員へ支給するものです。
本経費の導入により、
教員のコミットメントに対する自覚と
モチベーションのアップに繋がることが期待できます。

本経費の趣旨をご理解いただき、
導入を検討いただきますよう、よろしくお願いいたします。

研究開始日および変更・延長期間の開始日が
2025年度4月1日以降の契約受託研究
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参考：産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】
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間接経費
(直接コストの30%)

参考：直接コスト・間接コストの考え方

受託研究の実施に直接的に必要となる
物品費、人件費、旅費等の経費

教員受託研究参画経費
（教員人件費相当額、推奨項目）
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接
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受託研究を実施する教員の人件費相当額
→常勤教員に対するこれまでの研究実績・蓄積に対する対価、
当該研究への関与時間に対する報酬等として教員に手当等として全額支給

名古屋⼤学が今後教育研究機能を⼀層強化し、企業の皆様との共同研究によって新しい価値の創造や社
会課題解決、更には⼈材育成の⾯でより深く貢献してゆくためには、研究環境のたゆまざる改善が不可避で
す。その原資として、今回、産学官連携による共同研究強化のためのガイドラインや他大学の事例を踏襲し、
直接コスト・間接コストの概念を導入いたしました。
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